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厚 生 労 働 省

宮 崎 労 働 局 労働基準部 監 督 課

労 働 基 準 監 督 官 志摩 啓一朗

働きやすい職場環境と労務管理



本日の内容

テーマ1 労使トラブルの防止
(１)労働条件通知書の交付
(２)就業規則の作成・周知

テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上
(１)時間外労働の上限規制
(２)年次有給休暇

テーマ３ 労務管理最新情報アップデート
(１)最低賃金額改定



テーマ1 労使トラブルの防止
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テーマ１ 労使トラブルの防止

はじめに —労使トラブルの発生要因―

労働契約のあいまいさが労使トラブルの原因になる。

労 働 者 の
不 満 が 募 る

労 働 条 件 に
疑 問 が 生 じ る

会社が疑問に対し、あい
まいにしか回答できない

労 使 ト ラ ブ ル 発 生 ！ ！

労 働 契 約 の
あ い ま い さ

自分の労働条件が
いまいち分からない

入社前の説明と違う
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(１)労働条件通知書の交付

「労 働 条 件 の 明 示」(労働基準法第１５条第1項)
雇い入れ時に労働者に交付しなければならない

目的
労働契約の

「あいまいさ」の排除

労働者 使用者労 働 条 件 通 知 書 に 記 載

知らないと
安心して

知ってもらわないと
安心して

働いてもらえない働けない
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(１)労働条件通知書の交付

①更新上限の有無

②雇入れ直後の働く場
所と業務内容
③変更がある場合、
どの程度変わるのか。

追 加 項 目

追 加 項 目
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(１)労働条件通知書の交付

労働者にしっかりと伝
えられるのなら、就業
規則の該当部分を示す
方法による明示も可能。
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(１)労働条件通知書の交付

どんな人にどういった条件で
支給されるのか明確にする。

※ 処 遇 改 善 加 算
※ 特 定 処 遇 改 善 加 算
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(１)労働条件通知書の交付

就業規則を確認でき
る 場 所 や 方 法

就業規則の周知の徹底
によって、労働契約上
のあいまいさの排除を
さらに効果的にする。



テーマ１ 労使トラブルの防止
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(２)就業規則の作成・周知

退職に関する事項
(解雇の事由を含む)

始業時刻
終業時刻
休憩時間
休 日
休 暇

賃金の決定方法

賃金の計算方法

賃金の支払方法

賃金の締切り日

賃金の支払時期

昇給に関する事項

就業規則に必ず記載すべき事項

時間・休日
休 憩 関 係

賃 金 関 係

労働契約の
「あいまいさ」

の排除

就業規則の目的

処 遇 改 善 加 算
特定処遇改善加算

￥

￥

￥

￥

￥

￥



テーマ１ 労使トラブルの防止
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(２)就業規則の作成・周知

・減給処分に納得がいかない。

・去年もらった手当が今年はない。

退職手当

臨時の賃金等(退職手当を除く)

最低賃金額、食費、作業用品その他の負担
をさせる定め

表彰及び制裁の定めをする場合においては、
その種類及び程度に関する事項

その他

適用される労働者の範囲 手当の決定方法
計算方法 支払い方法 支払時期

よくあるトラブル・相談例

・Aさんには払われたが自分は払われていない。
・思っていた額と違う

・毎月、勝手に賃金が控除されている

定 め を す る 場 合 に
記 載 す べ き 事 項

ルールがあるなら、しっかりと明文化する！



テーマ１ 労使トラブルの防止
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(２)就業規則の作成・周知

ルールはあらかじめ知っているからこそ守ることができる

ルールをあらかじめ知らせているからこそ守らせることができる

周 知
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テーマ１ 労使トラブルの防止

(２)就業規則の作成・周知

意見書の宛先は「使用者名」となる。

意見の内容は就業規則の効力には影響はない。
「全面的に反対である」、「私は認めない」と
いった意見であってもよい。

過半数労働組合(ない場合には労働者代表)の
氏名・職名を記入する。
労働者代表は民主的な方法(投票・挙手等)に

より選出。

目的→労働者が意見を出したということを明確
にする

目的→使用者が意見を聞いたということを明確
にする

目的→使用者の意向に基づいた書面でないこと
を明確にする



テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

はじめに

長 時 間 労 働 は リ ス ク し か な い
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労働時間と健康・生産性の関係

労働時間

健康リスク

労働生産性
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

はじめに２

仕 事

食 事
睡 眠

その他

人間の１日の時間は等しく２４時間、仕事以外の「その他」の時間が
生 活 の 中 心 で あ り 、 仕 事 に 影 響 す る 。

考 慮 す べ き 事 項その他の内訳

育 児 と 仕 事 の 両 立育 児

介 護 と 仕 事 の 両 立介 護

趣味を重視する若者趣 味
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

はじめに２

食 事
睡 眠

働 か せ す ぎ が 招 く 可 能 性 が あ る も の

労働者の
体調不良

労 働 者 の
生産性の低下

労 働 者 の
メンタル不調

介 護 と の
両 立 困 難

育 児 と の
両 立 困 難

趣味の時間
の 減 少

退 職 休 職

労 働 者 の
モチベの低下
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

はじめに３

食 事
睡 眠

働 か せ
す ぎ

退 職
休 職

人 手
不 足

負 の 連 鎖
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(１)時間外労働の上限規制

働かせすぎ防止の 3つのフレームワーク

① 法 の 原 則

②３６協定の上限

③３６協定の特別条項の上限

②超えてしまう場合
でも３６協定で新た
な上限を設けている。

①法の原則を超えな
いようにしなければ
な ら な い 。

③特別条項は絶対に
越 え ら れ な い
絶 対 的 な 上 限



20

テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(１)時間外労働の上限規制 法の原則(労基法第３２条)

法 定 労 働 時 間

１ 週 ４ ０ 時 間
１ 日 ８ 時 間

法 の 原 則労 働 基 準 法 第 3 2 条
第 1 項 及 び 第 2 項(
(
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(１)時間外労働の上限規制 法の原則(労基法第３５条)

法 定 休 日
４週間を通じ
４ 日

原則１週間に
１ 日

法 の 原 則労 働 基 準 法 第 3 5 条
第 1 項 及 び 第 2 項(
(

又は
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(１)時間外労働の上限規制 ３６協定の上限

1 ヶ 月 ４ 5時間
1 年 3 6 0 時 間

3 6 協 定 の上限

必 要 な 手 続 き

① 労 使 協 定 の 締 結
使 用 者 と 労 働 者 代 表 と の 間 で 何 時 間
時間外労働をさせてよいか協定を結ぶ

②労働基準監督署への届出
効 力 発 生 の 要 件

時 間 外 ・ 休 日 労 働
に 関 す る 協 定 届
( 通 称 3 6 協 定 )
法定労働時間を超えて
労働させる場合に必ず必要
法 の 原 則
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(１)時間外労働の上限規制 ３６協定の特別条項の上限

３ ６ 協 定 の 特 別 条 項 の 上 限

１ ヶ 月 100時間未満

720時間以下１ 年

2か月から
6か月平均

特 別 条 項 の 回 数 は 年 6 回 以 内

時間外＋
休日労働 8 0 時間以内

時 間 外

特
別
条
項
は
最
後
の
手
段

超
え
て
は
な
ら
な
い
上
限
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(２)年次有給休暇 休日・休暇の意味
疲 労 の 蓄 積 は リ ス ク が 多 い

仕
事

仕
事

仕
事

仕
事

休 日

睡 眠

体 力
１００％

体 力
８ ０ ％

体 力
1 0 0 ％

体 力
４ ０ ％

体 力
６ ０ ％

疲労
疲労

疲労
疲労

睡眠だけで体力全回復はできない。

睡 眠
睡 眠 睡 眠

回
復
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(２)年次有給休暇 付与の条件・付与日数

年 次 有 給 休 暇
６ か 月 の
継 続 勤 務

全 労 働 日 の
８割以上出勤 付 与

６．５
年以上５．５年４．５年３．５年２．５年１．５年０．５年継 続 勤 務 年 数

２０日１８日１６日１４日１２日１１日１０日付 与 日 数

継 続 勤 務 年 数１年間の
所定労働日数

週所定
労働日数

比
例
付
与
日
数

6.5以上5.54.53.52.51.50.5

15日13日12日10日9日8日7日169日～216日４日
11日10日9日8日6日6日5日121日～168日３日
7日6日6日5日4日4日3日73日～120日２日
3日3日3日2日2日2日1日4 8 日 ～ 7 2 日１日
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(２)年次有給休暇 年5日ルールについて

年 次 有 給 休 暇 の
年５日取得義務化の 3つのキーワード

① 法定の年次有給休暇が１０日以上付与の労働者

③５日取得しなければならない

② 付 与 さ れ た 日 か ら 起 算 し た １ 年 間

誰 が ？

いつまでに？

何 日 ？
次のスライドから練習問題です。

※繰り越し分の合計が１０日以上になる労働者は含まない！
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(２)年次有給休暇 年5日ルールについて

Q１ 入社初日から有給休暇を使える制度を採用しているが、
いつまでに５日を取得させればいいのか？

入 社 日 に １ ０ 日 付 与 さ れ て い る の で
入社日を起算日とした１年間に５日取得させればよい。

※ 基 準 日 も 前 倒 し ！

入社日に 1 0 日付与 法定の付与日 (６か月後 ) 入 社 か ら １ 年

こ の 期 間 に ５ 日 取 得

A .

● ● ●
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

(２)年次有給休暇 年5日ルールについて

Q２ 入社１年目は、初日から一部だけ前倒して有給休暇を使
えるようにしているが、どうなるのか？

付与日数の合計が10日に到達した日から１年以内に５日取得
A .

こ の 期 間 に ５ 日 取 得

入 社 日 に５ 日 付 与

●

6か月後に５日付与
(合計 1 0 日に到達 )

●

合計１０日付与から１年

ここで取得した日数も
５日取得したうちに含める

※繰り越し分の合計が１０日以上になる労働者は含まない！

●
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

テーマ2 まとめ

長時間労働・休日労働は、その場しのぎの
一 時 的 な 労 働 力 の 確 保 に 過 ぎ な い 。

長い目で見れば労働者の

を招く。
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テーマ２ 労働者の健康管理・生産性向上

テーマ2 まとめ

長時間労働をなくし、健康管理と生産性の向上、ライフ
ワークバランスを実現して、辞めたくない魅力的な会社に

長時間労働より長期間労働を



テーマ３ 労務管理最新情報アップデート
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テーマ３ 労務管理最新情報アップデート

(１)最低賃金改定

令和６年１０月５日から

時 間 額 ９ ５ ２ 円

宮 崎 労 働 局

最 低 賃 金
チェックツール



2021年4月1日

厚 生 労 働 省

宮 崎 労 働 局 労働基準部 監 督 課

労 働 基 準 監 督 官 志摩 啓一朗

働きやすい職場環境と労務管理

ご 清 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た 。


